
3.事業所
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26.産業<大分類>別

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

昭和 41 201 849 1 5 － －

44 214 1,010 － － 1 4

47 214 1,467 － － － －

50 243 1,694 1 19 － －

53 310 1,919 － － － －

56 430 2,623 － － 1 2

61 540 3,595 － － － －

平成 3 年 694 4,915 1 6 － －

8 777 6,844 3 29 － －

13 836 8,203 2 37 － －

18 1,070 11,528 2 27 － －

21 1,187 12,057 2 2 1 6

24 1,177 11,724 2 24 1 5

26 1,321 14,046 2 24 1 7

28 1,290 13,184 2 23 1 10

令和 元 年 1,401 － － － － －

3 1,300 15,095 － － － －

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

昭和 41 3 93 81 215 1 18

44 3 71 92 255 1 3

47 3 104 79 256 1 3

50 5 97 103 368 1 2

53 4 42 150 461 5 25

56 5 53 195 659 5 29

61 11 224 236 886 2 23

平成 3 年 18 272 282 1,399 2 24

8 26 693 292 1,675 7 79

13 27 975 296 2,191 6 76

18 33 1,195 420 4,544 8 86

21 40 1,034 417 4,194 12 107

24 43 1,233 427 4,100 13 150

26 45 1,228 452 4,369 13 149

28 52 1,572 459 4,577 15 171

令和 元 年 － － － － － －

3 － － － － － －

（注）1.民営、国及び地方公共団体の合計である。

　　　3.平成24年・平成28年の総数は公務を含まない。
　　　4.令和元年経済センサス基礎調査は総事業所数のみ計上。
　　　5.令和3年度経済センサス活動調査は総事業所数と従業者数のみ計上。

        平成26年・平成28年が7月1日、令和元年・令和3年が6月1日。

年
運輸・通信業 卸売・小売業、飲食店 金融・保険業

　　　2.調査日は、昭和31年・44年が7月1日、昭和47年が9月1日、昭和50年が5月15日、昭和53年が6月15日、

資料：総務省統計局「事業所・企業統計調査報告」は平成18年調査を最後としたため、平成21年以降は経済

年
総数 農林漁業 鉱業
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事業所数及び従業者数

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

63 102 10 136 1 3

63 146 11 228 1 3

63 178 20 574 1 3

65 257 22 572 2 5

64 286 20 628 1 5

95 545 23 680 1 8

99 680 29 864 1 6

135 920 32 901 1 7

151 1,337 34 1,171 1 10

155 1,328 36 1,134 1 11

149 1,136 28 845 1 11

199 1,418 41 946 1 12

204 1,532 43 1,080 － －

205 1,469 47 1,238 1 9

189 1,398 44 1,423 1 32

－ － － － － －

－ － － － － －

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

1 1 40 276 … …

1 1 41 299 … …

－ － 44 302 3 47

1 19 37 300 6 55

4 16 55 383 7 73

2 3 95 553 8 91

－ － 152 792 10 120

4 11 207 1,232 12 143

3 10 248 1,619 12 221

7 39 291 2,203 15 209

13 52 402 3,431 14 201

32 155 428 3,937 14 246

32 165 412 3,435 － －

36 217 505 5,036 14 300

35 221 462 3,757 － －

－ － － － － －

－ － － － － －

センサスによる。

昭和56年～平成3年までが7月1日、平成8年～平成18年までが10月1日、平成21年が7月1日、平成24年が2月1日、

電気・ガス・熱供給・水道業

公務（他に分類されないもの）不動産業 サービス業

建設業 製造業
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